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仕事と介護の両立

　当社は、建設に関わる総合プロデューサーとして、
建築、土木、設計施工を主力とした総合建設業を営ん
でいます。最近では皆さんがよく知っている新国立競
技場を手掛けるなど、まさに「地図に残る仕事」をし
ています。2020年３月期の売上は1兆7,000億円で、
従業員数は約8,500人です。年齢構成は急速に変化し
ており、５年前と比較すると、40代から50代にボ
リュームゾーンが移行して、現在は50代が最も多く
なっています。今後、ますます介護を必要とする家族
を持つ世代が多くなり、両立支援が重要となってくる
と考えています。
　そんな当社の両立支援は、「情報提供」「社員からの
ヒアリングを基にした制度の拡充」「介護サポートプ
ログラム」の３本柱としています。この三つのサイク
ルが滞りなく回ることで、介護を理由とした離職がな
くなると考えています。

社員が関心を持つような機会・ツールを提供

　まずは、「情報提供」についてです。介護は情報戦
とも言われますが、将来起こる身近な人の介護につい

ては、そうなって欲しくないという思いから具体的に
考えられなかったり、自分ごととして捉えるきっかけ
を得られず事前の準備が進まなかったりします。しか
し、介護は初動が大切です。いざという時に、何から
手をつけたら良いか分からない社員は数多くいます。
　当社では、社員に介護についてより興味を持っても
らえるように、セミナーや相談会など、様々な機会・
ツールを用意しています。例えば、介護セミナーに関
しては、通常の集合型に加えて、VR（バーチャルリ
アリティー）を利用したものや、工事現場で作業員の
方を交えて行うもの、家族と参加できるものなどを実
施しています。こうした様々な働きかけにより、セミ
ナーの出席者の累計は2,000人を超えました。
　また、介護相談会も２カ月に１回開催しており、通
常の対面型に加え、オンライン相談、電話相談なども
実施しています。社員に配付する相談会周知用のリー
フレットには、名刺サイズのカードを同封しており、
社員証と合わせて保管することで、いつでも確認する
ことができます。
　他にも、介護保険被保険者となる40歳の社員に毎
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シート１　両立支援の3本柱（②制度改定～介護制度利用者推移）

取得者の増加（60歳以上も）
↓ ↓

様々な職場への広がり 管理職取得者の増加
↓ ↓

取得に対する抵抗感の減

高齢者に対する新たな介護支援制度も導入
（高齢者雇用継続支援）
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年配付する「介護のしおり」や、全社員を対象とした
ｅラーニングでの情報提供も実施しています。「介護
のしおり」には、当社の制度内容・利用例以外にも、
４段階（準備期、初動期、調整期、両立期）に分け、
介護保険制度の仕組みや、介護施設・窓口の種類など
広範囲にわたる情報を掲載しています。

介護支援制度に対する抵抗をなくし利用者増加へ

　次に、「社員からのヒアリングを基にした制度の拡
充」についてお話しします。シート１は、左のグラフ
に介護休暇の取得者数と取得日数の男女別推移、右の
グラフに、そのうちの時間休暇、半日休暇、全日休暇
の取得割合を示しています。当社では2010年度に介
護支援の取り組みを本格的にスタートさせ、2014年
度と2017年度に制度を大きく改定していますが、左
のグラフを見ると、改定後の介護休暇の取得者数は
年々増加しています。また右のグラフを見ると、その
うちの時間休暇の取得が増加していることが分かりま
す。これは、社員の声を吸い上げてより利用しやすい
制度へ改定したことや、当社のなかで60歳以上の社
員を含めた介護世代が増加していることが要因である
と推測しています。取得者が増加し、介護支援制度を
利用することへの抵抗感が減ることで、利用者増加に
つながるサイクルが生まれると考えています。

２度の制度改定でより利便性を高める

　シート２では、2014年度と2017年度の制度拡充内
容についてまとめています。
　まず、当社の介護休暇で特徴的なことは、2017年
から時間単位での取得を認めており、自由に中抜けを
することが可能である点です。実際の利用実態では朝
のデイケアの見送りや病院に付き添うための早退など、
始業・終業とつなげて取得する社員が圧倒的に多いで
すが、職場に近い病院に家族がいる社員にとっては、
中抜けして付き添いやケアマネージャーとの打ち合わ
せを行ううえで利便性の高い休暇制度となっています。
　介護休業、短時間勤務に関しては、2014年度時点
で要介護者１人につき180日まで取得可能で、介護休
業は分割・半日単位での取得も認めています。他にも
介護を理由とした退職者の再雇用制度や勤務地変更制
度や、介護に限らず全ての社員が利用可能な時差出勤
制度を活用している社員もいます。
　2017年度時点では、介護休暇は要介護者１人につ
き10日、２人以上で15日に変更し、介護休業は要介
護者１人につき法定を上回る180日を、分割上限なく
取得することを可能にしました。また、消滅する年次
有給休暇を積み立てて使用するリバイバル休暇は、
2020年４月より再雇用社員も取得できるようにしま
した。介護休業や短時間勤務の利用者はあまり多くあ

容内名度制

介護休暇
日数 要介護者1名に対し10日／年

2名以上の場合は15日／年

取得単位 半日・時間単位も可

リバイバル
休暇

日数 勤続10年未満 最大40日
勤続10年以上 最大80日

取得単位 半日単位も可

介護休業

日数 要介護者1名につき180日

取得単位 分割・半日単位も可

分割 何度でも可

給与 無給 ※雇用保険から一部給付あり

時短勤務 4.5.6.7
時間 要介護者1名につき3年間

ジョブリター
ン 概要 介護を理由に退職 ⇒ 雇用希望 ⇒ 再

雇用

＜2017年度＞＜2014年度＞
制度名 内容

介護休暇
日数 要介護者1名に対し5日／年

2名以上の場合は10日／年
取得単
位 半日単位も可

リバイバル
休暇

日数 勤続10年未満 最大40日
勤続10年以上 最大80日

取得単
位 半日単位も可

介護休業

日数 要介護者1名に対し180日
取得単
位 分割・半日単位も可

分割 何度でも可

給与 無給 ※雇用保険から一部給付あり

時短勤務 4.5.6.7
時間 要介護者1名につき180日

ジョブリター
ン 概要 介護を理由に退職 ⇒ 雇用希望 ⇒

再雇用

2020年4月から
再雇用社員も取得可能に

中抜け可能

シート２　制度の拡充
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りませんが、休暇を消化し切ってしまった社員のセー
フティーネットにもなっており、介護離職の防止に寄
与していると感じています。

遠距離介護ならではの利用方法も

　実際に、どのように社員が制度を利用しているのか、
事例を紹介します（シート３）。
　ある40代の男性社員で、要介護１の実母を遠距離
介護しているケースがありました。遠距離介護の場合、
まとまった休暇を取る方が効率良く介護をこなせるた
め、この社員は木曜日、金曜日に介護休暇やリバイバ
ル休暇を取得し、水曜日の退社後に実家に戻るという
方法を取っていました。
　当社は、全国各地、工事現場のあるところが仕事場
になるため、ダムを造る山の中や橋を架ける海沿いな
ど、実家に住む要介護者と社員の居住地が遠距離にな
るケースが多く、休暇を土日と絡めて取得する社員も
多いです。介護の程度にもよりますが、会社としては、
社員が介護に専念するのではなく、社員が全て関わら
なくても介護がスムーズに行えるように、ケアマネー
ジャーと調整し、両立できるように支援しています。

社員一人ひとりに合わせた介護サポートプログラム

　最後に、「介護サポートプログラム」についてお話

しします。社員からは、情報不足のまま介護に突入し
てしまった結果、制度の利用方法や、他制度との組み
合わせ方法が分からなかったという声をよく聞いてい
ました。そこで当社では、社員一人ひとりの状態に合
わせてきめ細かく支援し、安心して介護と仕事の両立
に取り組んでもらうための介護サポートプログラムを
導入しています。
　面談は、複数回実施します。初回は社員とその直属
上司、人事担当者の三者が集まり、初動体制を整える
ための面談、次に業務内容や今後について話し合うた
めの面談、必要に応じて介護開始から一定期間経過後
に状況を確認する面談を実施しています。人事担当者
は、社内制度等に関する情報提供、外部の相談窓口と
のパイプ役、社員とその直属上司の間における橋渡し
の三つの役割を担います。
　また、いざ介護が必要になった社員は最初に上司に
相談することが多いため、上司向けのダイバーシティ
マネジメント研修のなかで、仕事と介護を両立する社
員のマネジメント方法や、当社の制度について周知を
しています。人事担当者に対しては、介護離職防止ア
ドバイザー研修を行っています。
　他にも、介護に初めて直面した社員がケアマネー
ジャーに自社制度や自分自身の状況、介護に対する考
え方を正確に伝えることをサポートするため、相談時
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～
スバ行夜備準省帰事仕私水
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私 帰省（夜行バス）

レンタ
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（借）

病院
（退
院）

通院・処方付添い
（持病）

付添い
入居・手続き

買出し、部屋の整理
身の回り世話

レンタカー
（返） 兄弟、親戚連絡

母 病院 サ高住

金
動移等り造荷宅自、絡連・続手居転私 付添い

（生活準備、保険契約等） 移動・帰京（新幹線）

母 サ高住

40代男性ケース （遠距離介護・実母・要介護１）
＜介護の内容＞

自宅の維持管理、ケアマネやリハビリの先生との連絡調整、通院の付添い、金銭管理。

＜介護の工夫＞

・遠距離介護は溜まった用事をまとめて済ますので、時間がいくらあっても足りません。帰省に夜行バスを

利用し、翌日朝から活動できるようにしました。

・退院後、自宅での生活の様子を家族が見守るため、ネットワークカメラを４台設置しスマートフォンで観

察。

息子には話したがらない母の生活の様子が把握できた。
利用した制度
・介護休暇 ・介護休業（介護認定申請まで）
・リバイバル休暇 ・介護相談会（2014年）＜介護する日のスケジュール＞

シート３　制度の拡充-制度利用の実例

【木・金】
介護休暇

リバイバル休暇
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に活用できる専用シートを作成し、
必要な社員に配付しています（シー
ト４）。この専用シートに自分の働
き方、健康状態、家族構成などの生
活状況を記載し、ケアマネージャー
に持参するだけで、必要な情報を的
確に伝えることができる仕様になっ
ています。

コロナ禍で仕事と介護の両立にも
変化が

　これまでの取り組み以外にも、新
型コロナウイルスの影響を受け、テ
レワークの拡充や、セミナー・研修
のオンライン化など、当社の働き方
は変化しています。
　テレワークは、2019年度に実施
した社員アンケートで、働く場所と
時間をより柔軟にして欲しいという
声が多数上がっていたことも踏まえ
て、拡充しました。これにより、例
えば月曜日から水曜日までは通常勤務を行い、水曜日
の終業後に要介護者の自宅へ移動し、木曜日、金曜日
はそこからテレワークで働くといった方法が可能とな
りました。この場合、土曜日、日曜日にも引き続き介
護ができるようになるため、建設業に多い遠距離介護
に対応できる制度になっています。
　セミナー・研修はオンラインで開催したところ、日
本全国や海外からの受講が可能になり、通常に比べ参
加者が大きく増加しました。また、自宅からの参加が
可能になったことで、ゴールデンウィークやお盆など
の長期休暇に家族と一緒に視聴し、家族で介護を考え
る機会にもなりました。

より介護に関心を持ってもらいサポートできる 
取り組みを

　まだ介護に直面していない社員と、介護中の社員の
それぞれに対するアクションは変わってくると思いま
す。
　まだ直面していない社員に対しては、介護の初動体
制に気づいてもらうための情報提供と、介護に対する
理解を深め、「お互いさま」と感じる風土をつくって

いくことが重要です。介護という言葉に何回も触れて
もらえるよう、情報の伝達方法や回数を充実させてい
きたいと考えています。
　一方、介護中の社員に対するアクションは、介護の
負担を軽くして、いかに仕事と両立できる状態にする
かが問題なので、相談窓口や相談会の整備、介護サポー
トプログラムなど、支援体制と種類を充実させていく
ことが必要です。この両方に対する施策を打つことで、
両立できる組織はつくられていくと思います。
　介護は子育てとは違い、いつまで続くか分からず、
しかも突然やってきます。社員が人事部に相談に来る
時には既に有給休暇を使い果たしてしまいそうな状態
で、このまま仕事を続けていけるかなど、急を要する
相談が多いのが現状です。まだまだ自分事として捉え
ていない社員が数多くいるため、そうした社員にいか
に興味を持ってもらえるかということが１番の課題だ
と思います。１人でも多くの社員がいきいきと働くこ
とができる環境を実現するために、当社は今後も継続
して、３本柱で紹介した情報提供、制度の拡充、介護
サポートプログラムに関する取り組みを実施し、介護
離職ゼロを目指してまいります。

シート４　ケアマネージャーさまに
　　　　　お伝えしたいこと




